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（平成28年4月19日 内閣府総合科学技術・イノベーション会議決定）
①エネルギー・環境イノベーション戦略 （NESTI2050） （1/2）

１．概要
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（平成28年4月19日 内閣府総合科学技術・イノベーション会議決定）

２．国際比較・達成目標、役割分担

国際比較 • 一部技術について記載あり（世界をリードしている技術、他国と競争する技術）

達成目標 • ロードマップにて普及までに達成すべき最終目標、各研究開発ステージにおける主な評価
ポイントを記載

（（注）ロードマップはNESTI推進WGにて議論した結果をとりまとめた。（平成29年9月6日））

役割分担 • CSTIが司令塔となり、関係省庁の協力を得て本戦略推進を担当する体制を強化し、
政府一体となって推進する

３．コスト、LCA、海外マーケット、Society5.0の視点

コスト • 次世代蓄電池;現在の10分の1(2050), 次世代太陽光発電;7円/kWh(2030), 
水素;30円/Nm3を大幅に下回る(2050), その他技術は”低コスト“の記載

LCA • 記載なし

海外マーケッ
ト

• 一部記載あり（海外マーケットで大きなシェアを有する技術）

Sciety5.0
の視点

• 「本戦略が目指す将来のエネルギー・環境システムの方向」として、
Society5.0の視点を記載

• 各分野別の革新的技術を組み合わせることでエネルギー・システム全体を最適化し
、エネルギー供給効率最大化、CO2排出量最小化を実現することを目的に、
「エネルギーシステム統合技術」を特定

①エネルギー・環境イノベーション戦略 （NESTI2050）（2/2）
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（平成26年4月11日 閣議決定）
②エネルギー基本計画 （1/3）

１．概要
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（平成26年4月11日 閣議決定）
②エネルギー基本計画 （２/3）

１．概要
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（平成26年4月11日 閣議決定）

２．国際比較・達成目標、役割分担

国際比較 記載あり（燃料電池の技術的優位性、先端的な省エネ、再エネ技術）

達成目標 エネルギーミックスにおいて、2030年度の電源構成比として、再生可能エネルギー
22̃24%、原子力22̃20%等あるべき姿を提示
（長期需給エネルギー見通し（エネルギーミックス）平成27年7月経済産業省決定）

役割分担 役割分担についての直接的な記載はないが、例えば、再エネや資源確保などについて、関
係省庁の連携を促進することが記載

３．コスト、LCA、海外マーケット、Society5.0の視点

コスト 再生可能エネルギー、蓄電池、水素関連技術等について“低コスト化”の記載

LCA 記載なし

海外マーケッ
ト

記載あり（蓄電池や燃料電池などの先端技術の海外展開、インフラ輸出（高効
率石炭・ＬＮＧ火力、再生可能エネルギー・省エネルギー技術、原子力、スマ
ートコミュニティ等））

Society
5.0の視点

記載なし

②エネルギー基本計画 （３/3）
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（平成28年4月18日 経済産業省決定）
③エネルギー革新戦略 （1/２）

１．概要
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（平成28年4月18日 経済産業省決定）

２．国際比較・達成目標、役割分担

国際比較 再エネ関連技術について、“世界に先駆けた研究開発を進め、新たなフロンティアを拓く”と
の記載

達成目標 行程表にて各施策の段階的な目標を記載

役割分担 役割分担についての直接的な記載はないが、例えば、再エネや地産池消型エネルギーの
構築などについて、関係省庁の連携を促進することが記載

３．コスト、LCA、海外マーケット、Society5.0の視点

コスト 再生可能エネルギーや蓄電池について“低コスト化”の記載

LCA 記載なし

海外マーケッ
ト

記載あり（省エネビジネスの海外普及、再エネ発電事業の海外市場への展開）

Society
5.0の視点

再エネ・省エネ融合型エネルギーシステムの立ち上げとして、IoT技術を活用するといった
Sciety5.0の視点を記載

③エネルギー革新戦略 （２/２）
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（平成29年12月26日 再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議決定）
④水素基本戦略 （1/２）

１．概要
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２．国際比較・達成目標、役割分担

国際比較 • 諸外国における水素の取組を記載。こうしたグローバルな動向を常に把握し、歩調を
合わせながらも、水素・燃料電池技術において世界最高水準にある日本が世界の
水素社会実現のトップリーダーに。

達成目標 • 水素コストをガソリンやLNGなどの従来エネルギーと同等程度とすることを目標に掲げ、
その実現に向け、水素の生産から利用まで、各省にまたがる規制の改革、技術開発、
インフラ整備等の政策群を共有目標の下に統合。

役割分担 • 関係省庁とともに本戦略に沿って施策の具体化に取り組んでいく。

３．コスト、LCA、海外マーケット、Society5.0の視点

コスト • 2030年頃に商用規模のサプライチェーンを構築し、30円/Nm3程度の水
素コストの実現を目指す。将来的に、環境価値も含め、既存エネルギー
と同等程度の20円/Nm3程度までコストを低減させる。

LCA • 記載なし

海外マーケット • 日本の水素技術を海外展開し、世界の低炭素化を日本がリードする。

Society5.0の視点 • 記載なし

④水素基本戦略 （２/２）
（平成29年12月26日 再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議決定）
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（参考）水素基本戦略のシナリオ

供給

利
用

コスト

モ
ビ
リ
テ
ィ

現状 2030 将来目指すべき姿

発
電

化石燃料由来水素
（副生水素、天然ガス改質）

ü国際水素ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ構築
ü国内再エネ由来
水素製造技術確立

CO2フリー水素
（褐炭×CCS、再エネ活用）

30円/Nm3
（1/3以下）

～100円/Nm3
（ステーション価格）

20円/Nm3
（1/5以下）

FCV

スケールアップ
大幅コストダウン

80万台4万台2,000台

17円/kWh
（商用段階）

－
（技術開発段階）

12円/kWh
ガス火力発電を代替

(2020) (2030)

ﾌｫー ｸﾘﾌﾄ 40台 500台 １万台

ｽﾃー ｼｮﾝ 100箇所 160箇所 900箇所相当 収益性向上により
ガソリンスタンドを代替

FCﾊﾞｽ 2台 100台 1,200台

(現在)

FCV／
ｽﾃｰｼｮﾝ
自立化

※2020
年代後半

FCスタックの技術進歩・
低コスト化によりガソリン
車を代替

大型車両のFC化

サプライチェーン構築実証、スケールアップ

ステーションコスト半減

水素量 0.02万t 0.4万t 30万t ～1,000万t＋α
（発電での消費量に大きく依存）

ロードマップ目標

(2020)(現在)

（商用ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ規模）

(参考) 水素消費量500万-1,000万
ｔは発電容量で15-30GW程

度

(参考) 水素消費量30万ｔは
発電容量で100万kW程度

天然ガス輸入量
8,500万ｔ/年
天然ガス輸入価格
16円/Nm3*
*水素熱量等価換算

（参考比較）

ガソリンスタンド数
31,500箇所

乗用車台数
6,200万台

LNG火力発電単価
12円/kWh
火力発電設備
132GW

水素発電実証、環境価値評価の仕組み確立

ｽﾃｰｼｮﾝ戦略的整備、規制改革、技術開発

各省連携による水素供給NW整備
FC
活用 22万台ｴﾈﾌｧー ﾑ 530万台ｴﾈﾌｧｰﾑ

自立化
家庭等における従来
エネルギーシステムを代替

世帯数
5,300万世帯



＜第４章 進捗管理方法等＞

＜第１章 地球温暖化対策推進の基本的方向＞

＜第２章 温室効果ガス削減目標＞

＜第３章 目標達成のための対策・施策＞

＜別表（個々の対策に係る目標）＞

■目指すべき方向
■基本的考え方

①環境・経済・社会の統合的向上
②「日本の約束草案」に掲げられた対策の着実な実行
③パリ協定への対応
④研究開発の強化、優れた技術による世界の削減への貢献
地球温暖化対策と経済成長を両立させる鍵は、革新的技術の開発
である。「エネルギー・環境イノベーション戦略」に基づき、有
望分野に関する革新的技術の研究開発を強化していく。加えて、
ＪＣＭ等を通じて、優れた低炭素技術等の普及や地球温暖化緩和
活動の実施を推進する。

⑤全ての主体の意識の改革、行動の喚起、連携の強化
⑥ＰＤＣＡの重視

■我が国の温室効果ガス削減目標
・2030年度に2013年度比で26％減（2005年度比25.4%減）
・2020年度においては2005年度比3.8％減以上
■計画期間
・閣議決定の日から2030年度まで

■国、地方公共団体、事業者及び国民の基本的役割
■地球温暖化対策・施策
○温室効果ガスの排出削減・吸収等に関する対策・施策
※各部門毎に一部技術開発等にも言及。例えばエネルギー転換部門で
は、再エネ導入に向けた技術開発に取り組む旨を記載。

○横断的施策
○基盤的施策
・地球温暖化対策技術開発と社会実装
◇環境エネルギー技術革新計画等を踏まえつつ、再生可能エネ
ルギーや省エネルギー等の低コスト化、高効率化、長寿命化
等を実現するための技術開発・実証を、早い段階から推進し、
技術の社会実装を進める。
◇高効率パワーデバイス(ＧａＮ)、次世代蓄電池、セルロース
ナノファイバー等の需要側のエネルギー消費をより効率的に
する技術の社会実装に向けた研究開発・実証を進める。
◇長期的な視野に立ち、2050年頃を見据えて世界全体で抜本
的な排出削減を実現するイノベーションが不可欠である。
「エネルギー・環境イノベーション戦略」に基づき、有望分
野に関する革新的技術の研究開発を強化していく。
■公的機関における取組
■地方公共団体が講ずべき措置等に関する基本的事項
■特に排出量の多い事業者に期待される事項
■国民運動の展開
■海外での削減の推進と国際連携の確保、国際協力の推進■地球温暖化対策計画の進捗管理

・毎年進捗点検、少なくとも３年ごとに計画見直しを検討
・環境・エネルギー技術の研究開発や技術開発の強化によ
る効果については、独立して定量的に評価するのではな
く、温室効果ガス排出削減対策の中で一体的にその効果
を見ていくこととし、適切なフォローアップを実施する。

■エネルギー起源ＣＯ２
■非エネルギー起源ＣＯ２
■メタン・一酸化二窒素

■代替フロン等４ガス
■温室効果ガス吸収源
■横断的施策

⑤地球温暖化対策計画（１/２）
１．概要
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（平成28年5月13日閣議決定)
研究・技術開発の記載ぶり概要
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（平成28年5月13日閣議決定）
２．国際比較・達成目標、役割分担

国際比較 個別の技術毎の国際比較については記載なし。
達成目標 温室効果ガスの削減目標、その達成に向けた各対策毎の目標を記載。

環境・エネルギー技術の研究開発や技術開発の強化による効果については、独立して定量的に評
価するのではなく、温室効果ガス排出削減対策の中で一体的にその効果を見ていくこととしている。

役割分担 地球温暖化対策の推進に関し、国、地方公共団体、事業者及び国民の基本的役割を記載。
研究開発に関しては、「環境エネルギー技術革新計画」、「エネルギー・環境イノベーション戦略」等を
踏えて進めていく旨を記載。

３．コスト、LCA、海外マーケット、Society5.0の視点

コスト 再生可能エネルギー等の技術に関して、低コスト化に向けて取り組む旨を記載。

LCA 製品・サービスの提供に当たってのライフサイクルを通じた環境負荷の低減について
記載。

海外マーケット ＪＣＭ（二国間クレジット制度）等を通じて、優れた低炭素技術等の普及や地球温暖化緩和
活動の実施を推進する旨を記載。

Sciety5.0の視
点

Society5.0の視点を盛り込んだ、「エネルギー・環境イノベーション戦略」に基づき、有望分野
に関する革新的技術の研究開発を強化していく旨を記載。個別の技術に関しても、ＩｏＴを活
用した工場の省エネルギー、太陽光発電設備や蓄電池等の需要家側のエネルギーリソースの有
効活用による革新的エネルギーマネジメントシステムの構築等ついて記載。

⑤地球温暖化対策計画（２/２）


